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Ⅴ-1 説明書 

 

Ⅴ-1-1 各発電用原子炉施設に共通の説明書 

 Ⅴ-1-1-4 設備別記載事項の設定根拠に関する説明書 

  Ｖ-1-1-4-8 設備別記載事項の設定根拠に関する説明書（その他発電用原子炉の附属施設） 

   Ｖ-1-1-4-8-4 設備別記載事項の設定根拠に関する説明書（その他発電用原子炉の附属施

設【補機駆動用燃料設備】） 

Ⅴ-1-1-4-8-4-1 設定根拠に関する説明書（可搬型設備用軽油タンク） 

Ⅴ-1-1-4-8-4-2 設定根拠に関する説明書（ディーゼル駆動消火ポンプ用燃料タンク（東

海，東海第二発電所共用）） 

Ⅴ-1-1-4-8-4-3 設定根拠に関する説明書（タンクローリ） 

Ⅴ-1-1-4-8-4-4 設定根拠に関する説明書（可搬型代替注水大型ポンプ車載燃料タンク） 

Ⅴ-1-1-4-8-4-5 設定根拠に関する説明書（可搬型代替注水中型ポンプ車載燃料タンク） 

Ⅴ-1-1-4-8-4-6 設定根拠に関する説明書（補機駆動用燃料設備 主配管（常設）（東

海，東海第二発電所共用）） 

Ⅴ-1-1-4-8-4-7 設定根拠に関する説明書（補機駆動用燃料設備 主配管（可搬型）） 

 

Ⅴ-6 図面 

 

9 その他発電用原子炉の附属施設 

9.5 補機駆動用燃料設備設備 

・その他発電用原子炉の附属施設 補機駆動用燃料設備に係る機器の配置を明示した図面（1／2） 

【第 9-5-1 図】 

・その他発電用原子炉の附属施設 補機駆動用燃料設備に係る機器の配置を明示した図面（2／2） 

【第 9-5-2 図】 

・その他発電用原子炉の附属施設 補機駆動用燃料設備に係る主配管の配置を明示した図面 

【第 9-5-3 図】 

・その他発電用原子炉の附属施設のうち補機駆動用燃料設備の系統図（1／3）（設計基準対象施設） 

【第 9-5-4 図】 

・その他発電用原子炉の附属施設のうち補機駆動用燃料設備の系統図（2／3）（重大事故等対処設

備） 

【第 9-5-5 図】 

・その他発電用原子炉の附属施設のうち補機駆動用燃料設備の系統図（3／3）（設計基準対象施設） 

【第 9-5-6 図】 

・その他発電用原子炉の附属施設 補機駆動用燃料設備の構造図 可搬型設備用軽油タンク 

【第 9-5-7 図】 
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・その他発電用原子炉の附属施設 補機駆動用燃料設備の構造図 ディーゼル駆動消火ポンプ用

燃料タンク（東海，東海第二発電所共用） 

【第 9-5-8 図】 

・その他発電用原子炉の附属施設 補機駆動用燃料設備の構造図 タンクローリ 

【第 9-5-9 図】 

・その他発電用原子炉の附属施設 補機駆動用燃料設備の構造図 可搬型代替注水大型ポンプ車

載燃料タンク 

【第 9-5-10 図】 

・その他発電用原子炉の附属施設 補機駆動用燃料設備の構造図 可搬型代替注水中型ポンプ車

載燃料タンク 

【第 9-5-11 図】 

 

2



 

 

N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
1
-1
-
4
-8
-
4
-1
 
R
0 

Ⅴ-1-1-4-8-4-1 設定根拠に関する説明書 

（可搬型設備用軽油タンク） 
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名   称 可搬型設備用軽油タンク 

容 量 kL/個 30 以上（30） 

最 高 使 用 圧 力 － 静水頭 

最 高 使 用 温 度 ℃ 60 

個 数 － 7（予備 1） 

【設定根拠】 

（概要） 

重大事故等時にその他発電用原子炉の附属施設のうち補機駆動用燃料設備として使用する可

搬型設備用軽油タンクは，以下の機能を有する。 

 

可搬型設備用軽油タンクは，重大事故等が発生した場合において，炉心の著しい損傷，原子

炉格納容器の破損，貯蔵槽内燃料体等の著しい損傷及び運転停止中原子炉内燃料体の著しい損

傷を防止するために必要な設備の補機駆動用燃料を貯蔵するために設置する。 

可搬型設備用軽油タンクは，可搬型設備用軽油タンクからタンクローリを介して可搬型代替

注水大型ポンプ車載燃料タンク，可搬型代替注水中型ポンプ車載燃料タンクへ燃料を補給し，

各機器が運転できる設計とする。 

 
重大事故等時にその他発電用原子炉の附属施設のうち非常用電源設備（可搬型代替低圧電源

車及び可搬型窒素供給装置用電源車）として使用する可搬型設備用軽油タンクは，以下の機能

を有する。 

 

可搬型設備用軽油タンクは，重大事故等が発生した場合において，炉心の著しい損傷，原子

炉格納容器の破損，貯蔵槽内燃料体等の著しい損傷及び運転停止中原子炉内燃料体の著しい損

傷を防止するために必要な電力を確保する，非常用発電装置用の燃料を貯蔵するために設置す

る。 

可搬型設備用軽油タンクは，可搬型設備用軽油タンクからタンクローリを介して可搬型代替

低圧電源車燃料タンク及び窒素供給装置用電源車燃料タンクへ燃料を補給できる設計とする。 

 

1. 容量の設定根拠 

可搬型設備用軽油タンクの容量は，タンクローリ吸い上げ装置の能力を考慮し，容量が最

大となるものを一般的な地下貯蔵タンクの構造例より選定し，30 kL/個以上とする。 

 

公称値は，一般的な容量と同じ 30 kL/個とする。 

 

2. 最高使用圧力の設定根拠 

可搬型設備用軽油タンクを重大事故等時において使用する場合の圧力は，大気開放タンク

であることから静水頭とする。 
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3. 最高使用温度の設定根拠 

可搬型設備用軽油タンクを重大事故等時において使用する場合の温度は，屋外に設置され

る地下貯蔵タンクであり，大気開放タンクであることから，外気の温度＊を上回る 60 ℃とす

る。 

 

注記 ＊：外気の温度は，原子炉設置変更許可申請書添付書類六に示す東海第二発電所にお

ける日最高気温である 7 月の 38.4 ℃（水戸地方気象台 38.4 ℃（7 月），銚子地

方気象台35.3 ℃（8月），小名浜特別地域気象観測所37.7 ℃（8月））とする。

 

4. 個数の設定根拠 

可搬型設備用軽油タンクの容量は，保守的に可搬型代替注水大型ポンプ，可搬型代替注水

中型ポンプ，窒素供給装置用電源車，可搬型代替低圧電源車等の可搬型設備1セットすべてを

7 日間（168 h）連続で運転した場合の燃料消費量を考慮する。これにより，重大事故等対策

の有効性評価解析（原子炉設置変更許可申請書添付書類十）で期待する設備は，上記想定内

に包含される。 

 

使用機器 
① 

台数 

② 

燃料消費率 

（kL/h） 

①×②×168 h 

燃料消費量 

（kL/168 h） 

可搬型代替低圧電源車 2 

窒素供給装置用電源車 1 

可搬型代替注水大型ポンプ 2 

可搬型代替注水中型ポンプ 2 

その他（タンクローリ等） 

計 169.1 

   

上記より，可搬型設備用軽油タンクの個数は，燃料消費量の合計 169.1 kL を可搬型設備用

軽油タンクの容量 30 kL/個で割った値 5.7 個に十分な余裕を見込んで 7 個とし，故障時及び

保守点検による待機除外時のバックアップ用として予備 1 とする。 
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Ⅴ-1-1-4-8-4-2 設定根拠に関する説明書 

（ディーゼル駆動消火ポンプ用燃料タンク 

（東海，東海第二発電所共用）） 

 

6



 

1 

N
T
2
 
補
①

 Ⅴ
-
1
-1
-
4
-8
-
4
-2
 
R
1 

名 称 
ディーゼル駆動消火ポンプ用燃料タンク 

（東海，東海第二発電所共用） 

容 量 m3/個 0.1 以上（0.36） 

最 高 使 用 圧 力 MPa 静水頭 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

個 数 － 1 

【設定根拠】 

（概要） 

その他発電用原子炉の附属施設のうち補機駆動用燃料設備として使用するディーゼル

駆動消火ポンプ用燃料タンクは，以下の機能を有する。 

 

 設計基準対象施設として使用するディーゼル駆動消火ポンプ用燃料タンクは，発電所

内に発生した火災により発電用原子炉施設の安全性が損なわれないよう，火災の影響を

限定し，早期の消火を行うためのディーゼル駆動消火ポンプ内燃機関の燃料源として設

置する。 

系統構成は，ディーゼル駆動消火ポンプ用燃料タンクにより，ディーゼル駆動消火ポ

ンプ内燃機関へ燃料を供給できる設計とする。 

 

1. 容量の設定根拠 

ディーゼル駆動消火ポンプ用燃料タンクの容量は，ディーゼル駆動消火ポンプの

100 ％負荷連続運転時の燃料消費量を基に設定する。 

実用発電用原子炉及びその附属施設の火災防護に係る審査基準に基づく 2 時間の連続

運転に必要なディーゼル駆動消火ポンプの燃料消費量は以下の通り 0.082 m3である。 

 

Ｖ = ｅ×Ｎ×Ｈ

1000
=
0.31×131×2

1000
＝0.082 

 

Ｖ：燃料消費量（m3） 

ｅ：燃料消費率（L/kW・h）＝0.31 

Ｎ：定格出力（kW）＝131 

Ｈ：運転時間（h）＝2 
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以上より，ディーゼル駆動消火ポンプ用燃料タンクの容量は，実用発電用原子炉及び

その附属施設の火災防護に係る審査基準に基づく 2 時間の連続運転に必要な燃料消費量

である 0.082 m3を上回る 0.1 m3以上とする。 

 

公称値については，0.1 m3を上回る 0.36 m3とする。 

 

2. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象施設として使用するディーゼル駆動消火ポンプ用燃料タンクの最高使用

圧力は，開放タンクであるため静水頭とする。 

 

3. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象施設として使用するディーゼル駆動消火ポンプ用燃料タンクの最高使用

温度は，設置場所であるタービン建屋の温度が屋外の空気との換気により維持されるこ

とから，外気の温度＊を上回る 40 ℃とする。 

 

注記 ＊：外気の温度は，原子炉設置変更許可申請書添付書類六に示す東海第二発電

所における日最高気温である 7 月の 38.4 ℃（水戸地方気象台 38.4 ℃（7

月），銚子地方気象台 35.3 ℃（8 月），小名浜特別地域気象観測所 37.7 ℃

（8 月））とする。 

 

4. 個数の設定根拠 

設計基準対象施設として使用するディーゼル駆動消火ポンプ用燃料タンクは，火災に

より発電用原子炉施設の安全性を損なわないよう，火災の影響を限定し，早期の消火を

行うために 1 個設置する。 
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Ⅴ-1-1-4-8-4-3 設定根拠に関する説明書 

（タンクローリ） 
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名   称 タンクローリ 

容 量 kL/個 4.0 以上（4.0） 

最 高 使 用 圧 力 kPa 24 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

個 数 － 2（予備 3） 

【設定根拠】  

（概要） 

重大事故等時にその他発電用原子炉の附属施設のうち補機駆動用燃料設備として使用するタ

ンクローリは，以下の機能を有する。 

 

タンクローリは，重大事故等が発生した場合において，炉心の著しい損傷，原子炉格納容器の

破損，貯蔵槽内燃料体等の著しい損傷及び運転停止中原子炉内燃料体の著しい損傷を防止するた

めに必要な設備の補機駆動用燃料を供給するために設置する。 

タンクローリは，可搬型設備用軽油タンクから可搬型代替注水大型ポンプ車載燃料タンク，可

搬型代替注水中型ポンプ車載燃料タンクへ燃料を補給し，各機器が運転できる設計とする。 

 

重大事故等時にその他発電用原子炉の附属施設のうち非常用電源設備（可搬型代替低圧電源車

及び可搬型窒素供給装置用電源車）として使用するタンクローリは，以下の機能を有する。 

 

タンクローリは，重大事故等が発生した場合において，炉心の著しい損傷，原子炉格納容器の

破損，貯蔵槽内燃料体等の著しい損傷及び運転停止中原子炉内燃料体の著しい損傷を防止するた

めに必要な電力を確保する，非常用発電装置用の燃料を供給するために設置する。 

タンクローリは，可搬型設備用軽油タンクから可搬型代替低圧電源車燃料タンク及び窒素供給

装置用電源車燃料タンクへ燃料を補給できる設計とする。 

 

1. 容量の設定根拠 

重大事故等対処設備として使用するタンクローリの容量は，各機器へ燃料を給油するために

必要な容量を基に設定する。 

タンクローリは，重大事故等対策の有効性評価解析（原子炉設置変更許可申請書添付書類十）

において想定した重大事故シーケンスにおいて，同時に使用する可能性がある機器が，全て定

格負荷で連続運転したとしても，7 日間は全てのタンクが枯渇しないように給油できる設計と

する。また，有効性評価解析（原子炉設置変更許可申請書添付書類十）にて使用しない機器に

ついても，その機器の機能（代替性）を考慮し，重大事故シーケンスに準ずる使用をしたとし

て燃料補給を想定する。 

タンクローリによる各機器への給油が最も厳しくなるのは「雰囲気圧力・温度による静的負

荷（格納容器過圧・過温破損）（代替循環冷却系を使用する場合）」であり，対象機器及び必

要給油量を第 1-1 表に示す。 
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各機器の起動のタイミング及び燃料消費量は，シーケンスグループ上異なるため，燃料補給

は，適宜燃料の状況を確認し，枯渇する前に給油を行うが，本書類では，タンクローリの必要

容量が厳しくなるように，全ての機器が同時に定格負荷で運転したものとする。また，作業時

間については，訓練実績等から現実的に可能な時間を想定し，第 1-2 表のとおりとする。 

第 1-1 表及び第 1-2 表より，枯渇時間が連続給油間隔より小さく，枯渇するより前に給油が

可能なことから，これらを繰り返すことで 2時間 6 分以内にすべての機器へ必要な燃料を補給

でき，各機器の継続した運転が可能となる。1 回の汲み上げで各機器に 2 回分の補給が可能で

あることから，1 回当たりの給油に必要な容量は約 2.5 kL である。 

したがって，タンクローリの容量は，給油に必要な容量である約 2.5 kL に対し，給油量への

余裕を考慮して 4.0 kL 以上/個とする。 

 

公称値については，要求される容量と同じ 4.0 kL/個とする。 

 

2. 最高使用圧力の設定根拠 

タンクローリは移動タンク貯蔵所であり，危険物の規制に関する規則第19条に定める20 kPa

を超え，24 kPa 以下の範囲の圧力で作動する安全弁を取り付けていることから，タンクローリ

を重大事故等時において使用する場合の圧力は 24 kPa とする。 

 

3. 最高使用温度の設定根拠 

タンクローリを重大事故等時において使用する場合の温度は，屋外で使用する可搬型設備で

あることから，外気の温度＊を上回る 40 ℃とする。 

 

注記 ＊：外気の温度は，原子炉設置変更許可申請書添付書類六に示す東海第二発電所におけ

る日最高気温である 7 月の 38.4 ℃（水戸地方気象台 38.4 ℃（7月），銚子地方気

象台 35.3 ℃（8 月），小名浜特別地域気象観測所 37.7 ℃（8月））とする。 

 

4. 個数の設定根拠 

タンクローリは，重大事故等対処設備として炉心の著しい損傷等を防止するために必要な燃

料を供給するために必要な個数に十分な余裕を見込んで 2 個保管するとともに，故障時及び保

守点検による待機除外時のバックアップ用として予備 3個を保管する。 
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第1-2表 給油作業に伴う各作業の所要時間 

No. 作業内容 距離 所要時間

① タンクローリへの給油準備 － 11分 

② 可搬型設備用軽油タンクよりタンクローリへの給油 － 30分 

③ 給油片付け － 5分 

④ 
可搬型設備用軽油タンクから可搬型代替低圧電源車（2個）

及び窒素供給装置用電源車まで移動 
約1.49 km 9分 

⑤ 可搬型代替低圧電源車（1個目）への給油準備 － 5分 

⑥ 可搬型代替低圧電源車（1個目）への給油 － 3分 

⑦ 可搬型代替低圧電源車（2個目）への給油準備 － 3分 

⑧ 可搬型代替低圧電源車（2個目）への給油 － 3分 

⑨ 窒素供給装置用電源車への給油準備 － 3分 

⑩ 窒素供給装置用電源車への給油 － 3分 

⑪ 給油片付け － 5分 

⑫ 
可搬型代替低圧電源車（2個）及び窒素供給装置用電源車 

から可搬型代替注水大型ポンプまで移動 
約0.37 km 3分 

⑬ 可搬型代替注水大型ポンプへの補給準備 － 5分 

⑭ 可搬型代替注水大型ポンプへの給油 － 8分 

⑮ 給油片付け － 5分 

⑯ 
可搬型代替注水大型ポンプから可搬型代替注水中型ポンプ

（2個）までの移動 
約0.69 km 5分 

⑰ 可搬型代替注水中型ポンプ（1個目）への給油準備 － 5分 

⑱ 可搬型代替注水中型ポンプ（1個目）への給油 － 3分 

⑲ 可搬型代替注水中型ポンプ（2個目）への給油準備 － 3分 

⑳ 可搬型代替注水中型ポンプ（2個目）への給油 － 3分 

  
給油片付け（その後、1周目終了後はステップ の手順へ， 

2周目終了後はステップ の手順へ移行する。） 
－ 5分 

  
可搬型代替注水中型ポンプ（2個）から可搬型代替低圧電源

車（2個）及び窒素供給装置用電源車まで移動 
約0.96 km 6分 

  ステップ⑤～ の手順を行う。 － （70分）

  
可搬型代替注水中型ポンプ（2個）から可搬型設備用軽油 

タンクまで移動 
約0.63 km 4分 

  ステップ①の手順に戻る。 － － 
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Ⅴ-1-1-4-8-4-4 設定根拠に関する説明書 

（可搬型代替注水大型ポンプ車載燃料タンク） 
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名 称 
可搬型代替注水大型ポンプ 

車載燃料タンク 

容 量 L/個 450 以上（495） 

最 高 使 用 圧 力 MPa 静水頭 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

個 数 － 2 

【設定根拠】 

（概要） 

重大事故等時にその他発電用原子炉の附属施設のうち補機駆動用燃料設備として使用する可

搬型代替注水大型ポンプ車載燃料タンクは，可搬型代替注水大型ポンプの付属機器であり，以

下の機能を有する。 

 

可搬型代替注水大型ポンプ車載燃料タンクは，原子炉冷却材圧力バウンダリが低圧の状態で

あって，設計基準事故対処設備が有する発電用原子炉の冷却機能が喪失した場合においても炉

心の著しい損傷及び原子炉格納容器の破損を防止するため，発電用原子炉を冷却するために使

用する可搬型代替注水大型ポンプのポンプ駆動用燃料を貯蔵するために設置する。 

系統構成は，代替水源（代替淡水貯槽又はＳＡ用海水ピット）を水源として，接続口に可搬型

ホースを接続し，残留熱除去系配管又は低圧炉心スプレイ系配管を介して原子炉圧力容器内へ

注水し，炉心の著しい損傷及び原子炉格納容器の破損を防止するため，発電用原子炉を冷却す

るときに使用する可搬型代替注水大型ポンプのポンプ駆動用燃料を貯蔵する設計とする。 

 

 可搬型代替注水大型ポンプ車載燃料タンクは，使用済燃料貯蔵槽の冷却機能又は注水機能が

喪失し，又は使用済燃料貯蔵槽からの水の漏えいその他の要因により当該使用済燃料貯蔵槽の

水位が低下した場合において貯蔵槽内燃料体等を冷却し，放射線を遮蔽し，及び臨界を防止す

るために使用する可搬型代替注水大型ポンプのポンプ駆動用燃料を貯蔵するために設置する。

また，使用済燃料貯蔵槽からの大量の水の漏えいその他の要因により当該使用済燃料貯蔵槽

の水位が異常に低下した場合において貯蔵槽内燃料体等の著しい損傷の進行を緩和し，及び臨

界を防止するために使用する可搬型代替注水大型ポンプのポンプ駆動用燃料を貯蔵するために

設置する。 

 系統構成は，使用済燃料プールの水位が低下した場合において，代替水源（代替淡水貯槽又は

ＳＡ用海水ピット）を水源として，接続口に可搬型ホースを接続し，低圧代替注水系配管を介し

て使用済燃料プールへ注水又はスプレイするときに使用する可搬型代替注水大型ポンプのポン

プ駆動用燃料を貯蔵する設計とする。また，可搬型スプレイノズルと可搬型ホースを接続し，使

用済燃料プール又は燃料体等へ直接スプレイすることにより，使用済燃料プールの水位を維持

又は燃料体等の表面温度を低下させるときに使用する可搬型代替注水大型ポンプのポンプ駆動

用燃料を貯蔵する設計とする。 

 

可搬型代替注水大型ポンプ車載燃料タンクは，貯蔵槽内燃料体等の著しい損傷に至った場合に
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おいて発電所等外への放射性物質の拡散を抑制するために使用する可搬型代替注水大型ポンプ

のポンプ駆動用燃料を貯蔵するために設置する。 

系統構成は，使用済燃料プールの水位が異常に低下した場合において，代替水源（代替淡水貯

槽又はＳＡ用海水ピット）を水源として，接続口に可搬型ホースを接続し，低圧代替注水系配管

を介して使用済燃料プールへスプレイすることにより，スプレイ水の放射性物質の叩き落としの

効果によって環境への放射性物質放出を可能な限り低減するときに使用する可搬型代替注水大

型ポンプのポンプ駆動用燃料を貯蔵する設置とする。 

 

可搬型代替注水大型ポンプ車載燃料タンクは，設計基準事故対処設備が有する最終ヒートシン

クへ熱を輸送する機能が喪失した場合において炉心の著しい損傷及び原子炉格納容器の破損（炉

心の著しい損傷が発生する前に生ずるものに限る。）を防止するため，最終ヒートシンクへ熱を

輸送するときに使用する可搬型代替注水大型ポンプのポンプ駆動用燃料を貯蔵するために設置

する。 

系統構成は，原子炉格納容器の破損を防止するために設置するフィルタ装置のスクラビング水

の水位が低下した場合において，代替水源（代替淡水貯槽又はＳＡ用海水ピット）を水源として，

接続口と可搬型ホースを接続し，格納容器圧力逃がし装置の補給水配管を介してフィルタ装置に

水を補給することにより，スクラビング水の水位を維持するときに使用する可搬型代替注水大型

ポンプのポンプ駆動用燃料を貯蔵する設計とする。 

 

可搬型代替注水大型ポンプ車載燃料タンクは，設計基準事故対処設備が有する原子炉格納容器

内の冷却機能が喪失した場合において炉心の著しい損傷を防止するため，原子炉格納容器内の圧

力及び温度を低下させ炉心の著しい損傷を防止するために使用する可搬型代替注水大型ポンプ

のポンプ駆動用燃料を貯蔵するために設置する。また，炉心の著しい損傷が発生した場合におい

て原子炉格納容器の破損を防止するため，原子炉圧力容器内の圧力及び温度並びに放射性物質の

濃度を低下させるために使用する可搬型代替注水大型ポンプのポンプ駆動用燃料を貯蔵するた

めに設置する。 

系統構成は，代替水源（代替淡水貯槽又はＳＡ用海水ピット）を水源として，接続口と可搬型

ホースを接続し，残留熱除去系配管を介して，原子炉格納容器内にあるスプレイヘッダより原子

炉格納容器内にスプレイすることにより炉心の著しい損傷及び原子炉格納容器の破損を防止す

るときに使用する可搬型代替注水大型ポンプのポンプ駆動用燃料を貯蔵する設計とする。 

 

 可搬型代替注水大型ポンプ車載燃料タンクは，炉心の著しい損傷が発生した場合において格納

容器の破損を防止するため，溶融し，格納容器の下部に落下した炉心を冷却するため使用する可

搬型代替注水大型ポンプのポンプ駆動用燃料を貯蔵するために設置する。 

 系統構成は，代替水源（代替淡水貯槽又はＳＡ用海水ピット）を水源として，接続口と可搬型

ホースを接続し，低圧代替注水系配管を介して原子炉格納容器下部のペデスタル（ドライウェル

部）に注水することにより，ペデスタル（ドラウェル部）の床面に落下した溶融炉心を冷却し，

溶融炉心・コンクリート相互作用を抑制するために使用する可搬型代替注水大型ポンプのポンプ
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駆動用燃料を貯蔵する設計とする。また，代替水源（代替淡水貯槽又はＳＡ用海水ピット）を水

源として，接続口と可搬型ホースを接続し，残留熱除去系配管又は低圧炉心スプレイ系配管を介

して原子炉圧力容器に注水することで，原子炉格納容器下部のペデスタル（ドライウェル部）の

床面に溶融炉心が落下するのを遅延又は防止するときに使用する可搬型代替注水大型ポンプの

ポンプ駆動用燃料を貯蔵する設計とする。 

 

可搬型代替注水大型ポンプ車載燃料タンクは，炉心の著しい損傷及び原子炉格納容器の破損又

は貯蔵槽内燃料体等の著しい損傷に至った場合において発電所等外への放射性物質の拡散を抑

制するために使用する可搬型代替注水大型ポンプのポンプ駆動用燃料を貯蔵するために設置す

る。 

系統構成は，海（ＳＡ用海水ピット）を水源として，放水砲と可搬型ホースを接続することに

より，原子炉建屋へ放水するときに使用する可搬型代替注水大型ポンプのポンプ駆動用燃料を貯

蔵する設計とする。 

 

可搬型代替注水大型ポンプ車載燃料タンクは，炉心の著しい損傷及び原子炉格納容器の破損又

は貯蔵槽内燃料等の著しい損傷に至った場合において発電所等外への放射性物質の拡散を抑制

する設備のうち，原子炉建屋周辺における航空機衝突による航空機燃料火災に対応するために使

用する可搬型代替注水大型ポンプのポンプ駆動用燃料を貯蔵するために設置する。 

系統構成は，海（ＳＡ用海水ピット）を水源として，放水砲を可搬型ホースで接続することに

より，泡消火薬剤と混合しながら原子炉建屋周辺へ放水するときに使用する可搬型代替注水大型

ポンプのポンプ駆動用燃料を貯蔵する設計とする。 

 

可搬型代替注水大型ポンプ車載燃料タンクは，炉心の著しい損傷が発生した場合において原子

炉格納容器の過圧による破損を防止するため，原子炉格納容器バウンダリを維持しながら原子炉

格納容器内の圧力及び温度を低下させるために使用する可搬型代替注水大型ポンプのポンプ駆

動用燃料を貯蔵するために設置する。 

可搬型代替注水大型ポンプ車載燃料タンクは，炉心の著しい損傷が発生した場合において原子

炉格納容器内における水素爆発による破損を防止する必要がある場合に，水素爆発による原子炉

格納容器の破損を防止するために使用する可搬型代替注水大型ポンプのポンプ駆動用燃料を貯

蔵するために設置する。 

これらの系統構成は，原子炉格納容器の破損を防止するために設置するフィルタ装置のスクラ

ビング水の水位が低下した場合において，代替水源（代替淡水貯槽又はＳＡ用海水ピット）を水

源として，接続口と可搬型ホースを接続し，格納容器圧力逃がし装置の補給水配管を介してフィ

ルタ装置に水を補給することにより，スクラビング水の水位を維持するときに使用する可搬型代

替注水大型ポンプのポンプ駆動用燃料を貯蔵する設計とする。 

 

可搬型代替注水大型ポンプ車載燃料タンクは，設計基準事故の収束に必要な水源とは別に，重

大事故等の収束に必要となる十分な量の水を有する水源を確保することに加えて，発電用原子炉
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施設には，設計基準事故等対処設備及び重大事故等対処設備に対して重大事故等の収束に必要と

なる十分の水を供給するために使用する可搬型代替注水大型ポンプのポンプ駆動用燃料を貯蔵

するために設置する。 

系統構成は，代替淡水貯槽への補給の場合は海（ＳＡ用海水ピット），西側淡水貯水設備への補

給の場合は代替淡水貯槽又は海（ＳＡ用海水ピット）を水源として，可搬型ホースを介して各代

替水源（代替淡水貯槽又は西側淡水貯水設備）へ補給することで，重大事故等の収束に必要とな

る十分な量の水を供給するときに使用する可搬型代替注水大型ポンプのポンプ駆動用燃料を貯

蔵する設計とする。 

 

1. 容量の設定根拠 

重大事故等対処設備として使用する可搬型代替注水大型ポンプ車載燃料タンクの容量は，可

搬型代替注水大型ポンプ運転時の燃料消費量を基に設計する。 

タンクローリからの燃料補給時間が最長で約 2.1 時間後であることから，この間の燃料消費

量は以下のとおりとなる。 

 

     Ｖ＝Ｃ×Ｈ＝200×2.1＝420 

      Ｖ：燃料消費量（L） 

      Ｈ：運転時間（h）＝2.1（h） 

      Ｃ：燃料消費率（L/h）＝200（L/h） 

 

よって，可搬型代替注水大型ポンプ車載燃料タンク 1 組（2個）あたりの容量は 420 L を上

回る 900 L/組以上とし，タンク 1 個当たりの容量は 450 L/個以上とする。 

 

公称値については，要求される容量 450 L/個を上回る 495 L/個とする。 

 

2. 最高使用圧力の設定根拠 

可搬型代替注水大型ポンプ車載燃料タンクを重大事故等時において使用する場合の圧力は，

大気開放タンクであることから静水頭とする。 

 

3. 最高使用温度の設定根拠 

可搬型代替注水大型ポンプ車載燃料タンクを重大事故等時に使用する場合の温度は，可搬型

代替注水大型ポンプ車載燃料タンクが大気解放タンクであり屋外で使用することから，外気の

温度＊を上回る 40 ℃とする。 

 

注記 ＊：外気の温度は，原子炉設置変更許可申請書添付書類六に示す東海第二発電所におけ

る日最高気温である 7 月の 38.4 ℃（水戸地方気象台 38.4 ℃（7月），銚子地方気

象台 35.3 ℃（8 月），小名浜特別地域気象観測所 37.7 ℃（8月））とする。 
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4. 個数の設定根拠 

可搬型代替注水大型ポンプ車載燃料タンクは，重大事故等対処設備として可搬型代替注水大

型ポンプのポンプ駆動用燃料を貯蔵するために必要な個数である，可搬型代替注水大型ポンプ

1 個当たり 2 個設置する。 

 

 

 

19



 

 

N
T
2
 
補
①

 Ⅴ
-
1
-1
-
4
-8
-
4
-5
 
R
0 

Ⅴ-1-1-4-8-4-5 設定根拠に関する説明書 

（可搬型代替注水中型ポンプ車載燃料タンク） 

 

 

20



 

1 

N
T
2
 
補
①

 Ⅴ
-
1
-1
-
4
-8
-
4
-5
 
R
2 

名 称 
可搬型代替注水中型ポンプ 

車載燃料タンク 

容 量 L/個 110 以上（125） 

最 高 使 用 圧 力 MPa 静水頭 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

個 数 － 1 

【設定根拠】 

（概要） 

重大事故等時にその他発電用原子炉の附属施設のうち補機駆動用燃料設備として使用する

可搬型代替注水中型ポンプ車載燃料タンクは，可搬型代替注水中型ポンプの付属機器であり，

以下の機能を有する。 

 

可搬型代替注水中型ポンプ車載燃料タンクは，原子炉冷却材圧力バウンダリが低圧の状態であ

って，設計基準事故対処設備が有する発電用原子炉の冷却機能が喪失した場合においても炉心の

著しい損傷及び原子炉格納容器の破損を防止するため，発電用原子炉を冷却するために使用する

可搬型代替注水中型ポンプのポンプ駆動用燃料を貯蔵するために設置する。 

系統構成は，代替水源（西側淡水貯水設備）を水源として，接続口に可搬型ホースを接続し，

残留熱除去系配管又は低圧炉心スプレイ系配管を介して原子炉圧力容器内へ注水し，炉心の著し

い損傷及び原子炉格納容器の破損を防止するため，発電用原子炉を冷却するときに使用する可搬

型代替注水中型ポンプのポンプ駆動用燃料を貯蔵する設計とする。 

 

 可搬型代替注水中型ポンプ車載燃料タンクは，使用済燃料貯蔵槽の冷却機能又は注水機能が喪

失し，又は使用済燃料貯蔵槽からの水の漏えいその他の要因により当該使用済燃料貯蔵槽の水位

が低下した場合において貯蔵槽内燃料体等を冷却し，放射線を遮蔽し，及び臨界を防止するため

に使用する可搬型代替注水中型ポンプのポンプ駆動用燃料を貯蔵するために設置する。 

 系統構成は，使用済燃料プールの水位が低下した場合において，代替水源（西側淡水貯水設備）

を水源として，接続口に可搬型ホースを接続し，低圧代替注水系配管を介して使用済燃料プール

へ注水するときに使用する可搬型代替注水中型ポンプのポンプ駆動用燃料を貯蔵する設計とす

る。 

 

可搬型代替注水中型ポンプ車載燃料タンクは，設計基準事故対処設備が有する最終ヒートシン

クへ熱を輸送する機能が喪失した場合において炉心の著しい損傷及び原子炉格納容器の破損（炉

心の著しい損傷が発生する前に生ずるものに限る。）を防止するため，最終ヒートシンクへ熱を

輸送するときに使用する可搬型代替注水中型ポンプのポンプ駆動用燃料を貯蔵するために設置

する。 

系統構成は，原子炉格納容器の破損を防止するために設置するフィルタ装置のスクラビング水

の水位が低下した場合において，代替水源（西側淡水貯水設備）を水源として，接続口と可搬型

ホースを接続し，格納容器圧力逃がし装置の補給水配管を介してフィルタ装置に水を補給するこ
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とにより，スクラビング水の水位を維持するときに使用する可搬型代替注水中型ポンプのポンプ

駆動用燃料を貯蔵する設計とする。 

 

可搬型代替注水中型ポンプ車載燃料タンクは，設計基準事故対処設備が有する原子炉格納容器

内の冷却機能が喪失した場合において炉心の著しい損傷を防止するため，原子炉格納容器内の圧

力及び温度を低下させ炉心の著しい損傷を防止するために使用する可搬型代替注水中型ポンプ

のポンプ駆動用燃料を貯蔵するために設置する。また，炉心の著しい損傷が発生した場合におい

て原子炉格納容器の破損を防止するため，原子炉圧力容器内の圧力及び温度並びに放射性物質の

濃度を低下させるために使用する可搬型代替注水中型ポンプのポンプ駆動用燃料を貯蔵するた

めに設置する。 

系統構成は，代替水源（西側淡水貯水設備）を水源として，接続口と可搬型ホースを接続し，

残留熱除去系配管を介して，原子炉格納容器内にあるスプレイヘッダより原子炉格納容器内にス

プレイすることにより炉心の著しい損傷及び原子炉格納容器の破損を防止するときに使用する

可搬型代替注水中型ポンプのポンプ駆動用燃料を貯蔵する設計とする。 

 

 可搬型代替注水中型ポンプ車載燃料タンクは，炉心の著しい損傷が発生した場合において格納

容器の破損を防止するため，溶融し，格納容器の下部に落下した炉心を冷却するため使用する可

搬型代替注水中型ポンプのポンプ駆動用燃料を貯蔵するために設置する。 

 系統構成は，代替水源（西側淡水貯水設備）を水源として，接続口と可搬型ホースを接続し，

低圧代替注水系配管を介して原子炉格納容器下部のペデスタル（ドライウェル部）に注水するこ

とにより，ペデスタル（ドラウェル部）の床面に落下した溶融炉心を冷却し，溶融炉心・コンク

リート相互作用を抑制するために使用する可搬型代替注水中型ポンプのポンプ駆動用燃料を貯

蔵する設計とする。また，代替水源（西側淡水貯水設備）を水源として，接続口と可搬型ホース

を接続し，残留熱除去系配管又は低圧炉心スプレイ系配管を介して原子炉圧力容器に注水するこ

とで，原子炉格納容器下部のペデスタル（ドライウェル部）の床面に溶融炉心が落下するのを遅

延又は防止するときに使用する可搬型代替注水中型ポンプのポンプ駆動用燃料を貯蔵する設計

とする。 

 

可搬型代替注水中型ポンプ車載燃料タンクは，炉心の著しい損傷が発生した場合において原子

炉格納容器の過圧による破損を防止するため，原子炉格納容器バウンダリを維持しながら原子炉

格納容器内の圧力及び温度を低下させるために使用する可搬型代替注水中型ポンプのポンプ駆

動用燃料を貯蔵するために設置する。 

可搬型代替注水中型ポンプ車載燃料タンクは，炉心の著しい損傷が発生した場合において原子

炉格納容器内における水素爆発による破損を防止する必要がある場合に，水素爆発による原子炉

格納容器の破損を防止するために使用する可搬型代替注水中型ポンプのポンプ駆動用燃料を貯

蔵するために設置する。 

これらの系統構成は，原子炉格納容器の破損を防止するために設置するフィルタ装置のスクラ

ビング水の水位が低下した場合において，代替水源（西側淡水貯水設備）を水源として，接続口
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と可搬型ホースを接続し，格納容器圧力逃がし装置の補給水配管を介してフィルタ装置に水を補

給することにより，スクラビング水の水位を維持するときに使用する可搬型代替注水中型ポンプ

のポンプ駆動用燃料を貯蔵する設計とする。 

 

可搬型代替注水中型ポンプ車載燃料タンクは，設計基準事故の収束に必要な水源とは別に，重

大事故等の収束に必要となる十分な量の水を有する水源を確保することに加えて，発電用原子炉

施設には，設計基準事故等対処設備及び重大事故等対処設備に対して重大事故等の収束に必要と

なる十分の水を供給するために使用する可搬型代替注水中型ポンプのポンプ駆動用燃料を貯蔵

するために設置する。 

系統構成は，西側淡水貯水設備又は海（ＳＡ用海水ピット）を水源として，可搬型ホースを介

して代替淡水貯槽へ補給することで，重大事故等の収束に必要となる十分な量の水を供給すると

きに使用する可搬型代替注水中型ポンプのポンプ駆動用燃料を貯蔵する設計とする。 

 

1. 容量の設定根拠 

重大事故等対処設備として使用する可搬型代替注水中型ポンプ車載燃料タンクの容量は，可

搬型代替注水中型ポンプ運転時の燃料消費量を基に設計する。 

タンクローリからの燃料補給時間が最長で約 2.1 時間後であることから，この間の燃料消費

量は以下のとおりとなる。 

 

     Ｖ＝Ｃ×Ｈ＝35.7×2.1＝75.0 

      Ｖ：燃料消費量（L） 

      Ｈ：運転時間（h）＝2.1（h） 

      Ｃ：燃料消費率（L/h）＝35.7（L/h） 

 

よって，可搬型代替注水中型ポンプ車載燃料タンクの容量は，75.0 L を上回る 110 L/個以

上とする。 

 

公称値については，要求される容量 110 L/個を上回る 125 L/個とする。 

 

2. 最高使用圧力の設定根拠 

可搬型代替注水中型ポンプ車載燃料タンクを重大事故等時において使用する場合の圧力は，

大気開放タンクであることから静水頭とする。 

 

3. 最高使用温度の設定根拠 

可搬型代替注水中型ポンプ車載燃料タンクを重大事故等時において使用する場合の温度は，

可搬型代替注水中型ポンプ車載燃料タンクが大気解放タンクであり屋外で使用することから，

外気の温度＊を上回る 40 ℃とする。 
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注記 ＊：外気の温度は，原子炉設置変更許可申請書添付書類六に示す東海第二発電所におけ

る日最高気温である 7 月の 38.4 ℃（水戸地方気象台 38.4 ℃（7 月），銚子地方気

象台 35.3 ℃（8 月），小名浜特別地域気象観測所 37.7 ℃（8月））とする。 

 

4. 個数の設定根拠 

可搬型代替注水中型ポンプ車載燃料タンクは，重大事故等対処設備として可搬型代替注水中

型ポンプのポンプ駆動用燃料を貯蔵するために必要な個数である，可搬型代替注水中型ポンプ

1 個当たり 1 個設置する。 
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Ⅴ-1-1-4-8-4-6 設定根拠に関する説明書 

（補機駆動用燃料設備 主配管（常設）（東海，東海第二発電所共用））
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名     称 

ディーゼル駆動消火ポンプ用燃料タンク 

～ 

ディーゼル駆動消火ポンプ内燃機関 

（東海，東海第二発電所共用） 

最 高 使 用 圧 力 MPa 静水頭 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 21.7，27.2 

【設定根拠】 

（概要） 

本配管は，ディーゼル駆動消火ポンプ用燃料タンクとディーゼル駆動消火ポンプ内燃機関を接

続する配管であり，設計基準対象施設としてディーゼル駆動消火ポンプ内燃機関へ燃料を移送す

るために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

設計基準対象施設として使用する本配管の最高使用圧力は，ディーゼル駆動消火ポンプ用

燃料タンクの最高使用圧力と同じ静水頭とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

設計基準対象施設として使用する本配管の最高使用温度は，ディーゼル駆動消火ポンプ用

燃料タンクと同じ 40 ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

設計基準対象施設として使用する本配管の外径は，標準流速  m/s 以下とし，標準流速に

おける流量が当該配管に要求される必要流量  m3/h＊1を上回るものとして決定する。 

なお，配管の外径は，日本工業規格の呼び径に対応する外径とする。火災防護設備（本配管

を含む）の配管外径及び標準流速における流量の関係（ポンプ入口側）を第 1 表に示す。 

 

3.1 外径 21.7 mm 

本配管の流量は，  m3/h＊1であるため，第 1表を基に呼び径 15 A 以上の配管を選定す

る。 

以上より，本配管の外径は 21.7 mm（15 A）とする。 

 

3.2 外径 27.2 mm 

本配管の流量は，  m3/h＊1であるため，第 1表を基に呼び径 15 A 以上の配管を選定す

る。 

以上より，本配管の外径は 27.2 mm（20 A）とする。 
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第 1 表 火災防護設備（本配管含む）の配管外径及び標準流速における流量の関係 

呼び径 

 

 

（A） 

外径 

 

Ａ 

（mm）

厚さ 

 

Ｂ 

（mm）

内径 

 

Ｃ 

（mm）

標準 

流速 

Ｄ 

（m/s）

 標準流速＊2 

における流量 

Ｅ 

（m3/h） 

15 21.7 3.7 14.3  
20 27.2 3.9 19.4 

25 34.0 4.5 25.0  
 

注記 ＊1：ディーゼル駆動消火ポンプを 2 時間連続運転できる流量  m3/h を示す。 

＊2：標準流速における流量及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとす

る。 

 

Ｃ＝Ａ－2Ｂ 

Ｅ＝Ｄ×3,600×
π

4
×  Ｃ

1,000
 2
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Ⅴ-1-1-4-8-4-7 設定根拠に関する説明書 

（補機駆動用燃料設備 主配管（可搬型）） 
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名   称 タンクローリ給油用10mホース 

最 高 使 用 圧 力 MPa 1.0 

最 高 使 用 温 度 ℃ 80 

外 径 mm 52.0 

個 数 － 2（予備 3） 

【設定根拠】 

（概要） 

本ホースは，可搬型設備用軽油タンクとタンクローリを接続するホースであり，重大事故等対

処設備として可搬型設備用軽油タンクからタンクローリに燃料を移送するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本ホースを重大事故等時において使用する場合の圧力は，可搬型設備用軽油タンクの重大事

故等時における使用圧力が静水頭であること及びタンクローリの重大事故等時における使用

圧力が 24 kPa であることから，これらを上回る 1.0 MPa とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本ホースを重大事故等時において使用する場合の温度は，可搬型設備用軽油タンクの重大事

故等時における使用温度 60 ℃を上回る 80 ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本ホースを重大事故等時において使用する場合の外径は，本ホースは燃料油を使用するた

め，圧力損失・施工性等を考慮し，先行プラントの油系配管実績に基づいた標準流速を目安に

選定する。 

以上より，本ホースの外径は 68.0 mm 以上を選定することになるが，実績を参考に圧力損失

上許容できる 52.0 mm とする。 

 

外径 

 

（mm） 

内径 

Ａ 

（mm） 

流路面積 

Ｂ 

（m2） 

流量 

Ｃ 

（L/min）

流速＊ 

Ｄ 

（m/s） 

標準流速 

 

（m/s） 

52.0 38.1 0.00114 

68.0 50.8 0.00203  

  注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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Ｂ＝π・  ・ Ａ     

Ｄ＝
Ｃ    ・Ｂ

 

 

4. 個数の設定根拠 

本ホースは，重大事故等対処設備として可搬型設備用軽油タンクの燃料をタンクローリに移

送するために必要な本数であるタンクローリ 1 個当たり 1 本を保管することとし，タンクロー

リの個数と同じ 2 本（予備 3 本）を保管する。 
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名   称 タンクローリ送油用19.5mホース 

最 高 使 用 圧 力 MPa 1.0 

最 高 使 用 温 度 ℃ 80 

外 径 mm 37.0 

個 数 － 2（予備 3） 

【設定根拠】 

（概要） 

本ホースは，タンクローリと可搬型代替注水大型ポンプ車載燃料タンク，可搬型代替低圧電源

車燃料タンク等（以下，「燃料給油対象設備」という。）を接続するホースであり，重大事故等

対処設備としてタンクローリから燃料給油対象設備に燃料を移送するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

本ホースを重大事故等時において使用する場合の圧力は，燃料給油対象設備の重大事故等時

における使用圧力が静水頭であること及びタンクローリの重大事故等時における使用圧力が

24 kPa であることから，これらを上回る 1.0 MPa とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

本ホースを重大事故等時において使用する場合の温度は，タンクローリの重大事故等時にお

ける使用温度が 40 ℃であるため，それを上回る 80 ℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

本ホースを重大事故等時において使用する場合の外径は，本ホースは燃料油を使用するた

め，圧力損失・施工性等を考慮し，先行プラントの油系配管実績に基づいた標準流速を目安に

選定する。 

以上より，本ホースの外径は 52.0 mm 以上を選定することになるが，実績を参考に圧力損失

上許容できる 37.0 mm とする。 

 

外径 

 

（mm） 

内径 

Ａ 

（mm） 

流路面積 

Ｂ 

（m2） 

流量 

Ｃ 

（L/min）

流速＊ 

Ｄ 

（m/s） 

標準流速 

 

（m/s） 

37.0 25.4 0.00051 

52.0 38.1 0.00114 

 注記 ＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 
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Ｂ＝π・  ・ Ａ     

Ｄ＝
Ｃ    ・Ｂ

 

 

4. 個数の設定根拠 

本ホースは，重大事故等対処設備としてタンクローリから燃料給油対象設備に燃料を移送す

るために必要な本数であるタンクローリ 1 個当たり 1 本を保管することとし，タンクローリの

個数と同じ 2 本（予備 3本）を保管する。 
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第 9-5-2 図「その他発電用原子炉の附属施設のうち 補機駆動用燃料設備に係る主配管の配置を明

示した図面」別紙 

工事計画記載の公称値の許容範囲 

[主配管] 

管 No.1＊ 

主要寸法 

（mm） 
許容範囲 根   拠 

外径 27.2 ±0.5 mm ＪＩＳ Ｇ ３４５４による材料公差 

厚さ 3.9 
＋0.6 mm 

－0.5 mm 
同上 

 

管 No.2＊ 

主要寸法 

（mm） 
許容範囲 根   拠 

外径 21.7 ±0.5 mm ＪＩＳ Ｇ ３４５４による材料公差 

厚さ 3.7 
＋0.6 mm 

－0.5 mm 
同上 

注：主要寸法は，工事計画記載の公称値を示す。 

注記＊：管の強度計算書の管ＮＯ.を示す。 

36



37



38



39



40



41



42



43



44



45



46



47



48



49


